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令和２年度 再評価対象地区に係る事業制度・費用対効果の分析について 
課名   河川課      

 

  ○ 

  事 

  業 

  制 

  度 

  に 

  つ 

  い 

  て 

 事 業 名 広域河川改修事業 

 事 業 目 的 一級河川において、一定の計画に基づき施行される改良工事 

 採 択 基 準 

① 総事業費が概ね12 億円以上のもので、次のいずれかの要件に該当する 

もの 

①－１ 改良工事によって洪水被害が防止される区域内の農耕地が200ha 

以上であるもの、宅地が20ha以上であるもの、家屋が200 戸以上あるもの 

又は農耕地が100ha 以上であって、かつ、宅地が10ha 以上若しくは家屋が 

100 戸以上であるもの 

①－２ 改良工事による費用便益比が１以上であるもの 

かつ、想定最大規模の降雨による浸水想定区域図または浸水想定図が公表
されていること 

 概      要 

 (メニュー) 

・築堤工、掘削工、護岸工等 

○ 

費 

用 

対 

効 

果 

の 

分 

析 

に 

つ 

い 

て 

 

＊ 

費 

用 

便 

益 

B/C 

＊ 

 効 

 果 

 の 

 項 

 目 

う 

ち 

貨 

幣 

換 

算 

す 

る 

項 

目 

》  
Ｂ 

《  

・家屋資産 

床面積に家屋１㎡当たり評価額を乗じ家屋資産額を算定 

・家庭用品資産 

  世帯数に１世帯当たり家庭用品評価額を乗じ、家庭用品資産額を算定 

・事業所資産（償却・在庫資産） 

  産業分類ごとに、従業者数に１人当たり償却資産及び在庫資産評価額を乗
じ、事業所償却・在庫資産を算定 

・農漁家資産（償却・在庫資産） 

  農漁家世帯数に１戸当たりの償却資産評価額及び在庫資産評価額を乗じ、
農漁家償却資産額及び在庫資産額を算定 

・農作物資産（水田・畑） 

水田面積、畑面積に平年収量及び農作物価格を乗じ農作物資産額を算定 

・公共土木施設 

一般資産被害額との比率や単位面積当たり被害額を用いて公共土木施設等
の被害額を算定 

・間接被害（営業停止損失、家庭・事業所、国・地方公共団体における応急対
策費用） 

そ 
の 

他 

項 

目 

 

 

費 

用 

》  
Ｃ 

《  
 

 

の 

算 

定 

・事業費と維持管理費の総費用 

・事業費とは、工事費、用地費、補償費、附帯工事費等 

・維持管理費は、毎年定常的に支出される除草等の費用 

・評価対象期間は、施設完成後から５０年間 

・社会的割引率４％で現在価値化して評価 

費 

用 

便 

益 

比 

の 

基 

準 

・費用便益比が１．０以上 
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令和２年度 再評価対象地区に係る事業制度・費用対効果の分析について 
課名   河川課      

 

  ○ 

  事 

  業 

  制 

  度 

  に 

  つ 

  い 

  て 

 事 業 名 大規模特定河川事業 

 事業目的 一級河川において、計画的・集中的な対策のため施行される改良工事 

 採択基準 

① 橋梁の改築や放水路の整備等の集中的な投資が必要な区間において、 

概ね10年以内で完了し、事業費が10億円以上であるもの 

①流下能力の不足区間やバックウォーターの恐れがある区間等での、河 

道掘削等の集中的かつ重点的な投資が必要な区間において、概ね5年以内 

で完了し、事業費が5億円以上であるもの 

かつ、想定最大規模の降雨による浸水想定区域図または浸水想定図が公 

表されていること 
 概      要 

 (メニュー) 

・橋梁改築、放水路整備、河道掘削等 

○ 

費 

用 

対 

効 

果 

の 

分 

析 

に 

つ 

い 

て 

 

＊ 

費 

用 

便 

益 

B/C 

＊ 

 効 

 果 

 の 

 項 

 目 

う 

ち 

貨 

幣 

換 

算 

す 

る 

項 

目 

》  
Ｂ 

《  

・家屋資産 

床面積に家屋１㎡当たり評価額を乗じ家屋資産額を算定 

・家庭用品資産 

  世帯数に１世帯当たり家庭用品評価額を乗じ、家庭用品資産額を算定 

・事業所資産（償却・在庫資産） 

  産業分類ごとに、従業者数に１人当たり償却資産及び在庫資産評価額を乗
じ、事業所償却・在庫資産を算定 

・農漁家資産（償却・在庫資産） 

  農漁家世帯数に１戸当たりの償却資産評価額及び在庫資産評価額を乗じ、
農漁家償却資産額及び在庫資産額を算定 

・農作物資産（水田・畑） 

水田面積、畑面積に平年収量及び農作物価格を乗じ農作物資産額を算定 

・公共土木施設 

一般資産被害額との比率や単位面積当たり被害額を用いて公共土木施設等
の被害額を算定 

・間接被害（営業停止損失、家庭・事業所、国・地方公共団体における応急対
策費用） 

そ 
の 

他 

項 

目 

 

 

費 

用 

》  
Ｃ 

《  
 

 

の 

算 

定 

・事業費と維持管理費の総費用 

・事業費とは、工事費、用地費、補償費、附帯工事費等 

・維持管理費は、毎年定常的に支出される除草等の費用 

・評価対象期間は、施設完成後から５０年間 

・社会的割引率４％で現在価値化して評価 

費 

用 

便 

益 

比 

の 

基 

準 

・費用便益比が１．０以上 
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令和２年度 再評価対象地区に係る事業制度・費用対効果の分析について 
課名   河川課      

 

  ○ 

  事 

  業 

  制 

  度 

  に 

  つ 

  い 

  て 

 事 業 名 総合流域防災事業（河川事業） 

 事 業 目 的 流域一体となった、総合的な防災対策を施行される改良工事 

 採 択 基 準 

一事業の総事業費が100 億円未満で、流域面積が100km2未満かつ想定氾 

濫区域内人口が1万人未満である指定区間内の一級河川に係る河川改修、 

宅地等の嵩上げ、流域における調節池、移動式排水施設、輪中堤等の整備 

 概      要 

 (メニュー) 

・掘削工、護岸工等 

○ 

費 

用 

対 

効 

果 

の 

分 

析 

に 

つ 

い 

て 

 

＊ 

費 

用 

便 

益 

B/C 

＊ 

 効 

 果 

 の 

 項 

 目 

う 

ち 

貨 

幣 

換 

算 

す 

る 

項 

目 

》  
Ｂ 

《  

・家屋資産 

床面積に家屋１㎡当たり評価額を乗じ家屋資産額を算定 

・家庭用品資産 

  世帯数に１世帯当たり家庭用品評価額を乗じ、家庭用品資産額を算定 

・事業所資産（償却・在庫資産） 

  産業分類ごとに、従業者数に１人当たり償却資産及び在庫資産評価額を乗
じ、事業所償却・在庫資産を算定 

・農漁家資産（償却・在庫資産） 

  農漁家世帯数に１戸当たりの償却資産評価額及び在庫資産評価額を乗じ、
農漁家償却資産額及び在庫資産額を算定 

・農作物資産（水田・畑） 

水田面積、畑面積に平年収量及び農作物価格を乗じ農作物資産額を算定 

・公共土木施設 

一般資産被害額との比率や単位面積当たり被害額を用いて公共土木施設等
の被害額を算定 

・間接被害（営業停止損失、家庭・事業所、国・地方公共団体における応急対
策費用） 

そ 
の 

他 

項 

目 

 

 

費 

用 

》  
Ｃ 

《  
 

 

の 

算 

定 

・事業費と維持管理費の総費用 

・事業費とは、工事費、用地費、補償費、附帯工事費等 

・維持管理費は、毎年定常的に支出される除草等の費用 

・評価対象期間は、施設完成後から５０年間 

・社会的割引率４％で現在価値化して評価 

費 

用 

便 

益 

比 

の 

基 

準 

・費用便益比が１．０以上 
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令和２年度 再評価実施箇所（附図） 

                                                                       担当課〔 河川課 〕 

 番   号 ４ 
事 業 名 

(路線･河川名等)      

広域河川改修事業・大規模特定河川事業 
（木曽川水系 杭瀬川） 

事業実施  

箇    所 
大垣市、池田町、神戸町 事 業 主 体 岐阜県 

採択年度 昭和２５年度 完了予定年度 令和２０年度 

再評価の実施基準 再評価を実施した後5年間が経過した時点で継続中の事業 

事業目的  

杭瀬川では、上流の池田町（東川合流点付近）等で平成14年、16年と浸水被害が発生し

ている。このため、河道掘削や護岸工の整備等を進め、浸水被害の解消を図る。 

事業概要  

 全体延長 L=7.6km 【築堤、河床掘削、護岸工】 

概 要 図  

 

 

 

 

 

 

②H14.7 洪水浸水状況 

① 未改修区間（東川合流点） 

杭瀬川 

東川 
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令和２年度 再評価実施箇所（附図） 

                                                                       担当課〔 河川課 〕 

 番   号 ５ 
事 業 名 

(路線･河川名等)      

広域河川改修事業 
（木曽川水系 泥川） 

事業実施  

箇    所 
大垣市、垂井町、養老町 事 業 主 体 岐阜県 

採択年度 昭和５１年度 完了予定年度 令和２０年度 

再評価の実施基準 再評価を実施した後5年間が経過した時点で継続中の事業 

事業目的  

泥川では、平成14年、16年、20年、24年、29年と連続して浸水被害が発生している。 

このため、河道整備のほか、排水機場の整備を実施し、浸水被害の解消を図る。 

事業概要  

 全体延長 L=5.2km 【水門設置、河道拡幅、護岸工、排水機場設置】 

概 要 図  

 

 

 

 

① 未改修区間（5km 付近） 

②H29.10 洪水浸水状況 
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令和２年度 再評価実施箇所（附図） 

                                                                       担当課〔 河川課 〕 

 番   号 ６ 
事 業 名 

(路線･河川名等)      

総合流域防災事業 
（木曽川水系 千旦林川） 

事業実施  

箇    所 
中津川市 事 業 主 体 岐阜県 

採択年度 昭和６３年度 完了予定年度 令和１１年度 

再評価の実施基準 再評価を実施した後5年間が経過した時点で継続中の事業 

事業目的  

千旦林川では、昭和50年、58年、平成11年と浸水被害が発生している。また、令和9年

に開業予定のリニア中央新幹線岐阜県駅の建設予定地に隣接しており、駅周辺は中津川市

土地区画整理事業にて開発が予定されている。このため、河道拡幅等により浸水被害の解

消を図るとともに、親水空間・散策路を整備する等まちづくりと一体となった河川整備を

実施する。 

事業概要  

 総流防：全体延長L=1,630m 

【河道掘削工、護岸工、樋管工】 

概 要 図  
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令和２年度第３回 
岐阜県事業評価監視委員会 

費用対効果分析資料 
 

■事業名 

【河川事業】 広域河川改修事業 杭瀬川 

■事業内容 

河川改修（築堤、河道掘削、護岸工） 

■費用対効果分析結果 

区分 
前回 今回 

備考 
（基準年：H26） （基準年：R2） 

事業期間 H21～R20 H21～R20  

費用 

（百万円） 

事業費 3,115 6,446  

維持管理費 365 745  

合計（C） 3,480 7,191  

効果 

（百万円） 

氾濫防止便益 11,630 546,921  

    

合計（B） 11,630 546,921  

費用対効果分析結果（B/C） 3.3 76.1  

※金額は、社会的割引率（4%）を用いて現在の価値に換算したもの。 

■費用対効果分析の分析方法 

・治水経済調査マニュアル（案）【令和 2年 4 月】 国土交通省 水管理・国土保全局 

 

■費用対効果分析結果の概要 

【費用の主な変化要因】 

（事業費） 

 全体事業費の見直し。（河道改修および付帯工事費（橋梁架替）の精度向上） 

 全体事業費の増加により維持管理費も増加。 

（現在価値化した事業費） 

 全体事業費の増加により、現在価値化後の事業費も増加した。 

 

【効果の主な変化要因】 

（便益） 

 対象確率規模について、前回 1/2～1/5 だったものを今回 1/2～1/50 に変更したことで年平均被

害軽減期待額が増加した。 

 氾濫解析における地形判読精度の向上およびメッシュサイズ変更（50m⇒25m）により、氾濫

現象の精度が向上し、被害額、年平均被害軽減期待額が増加した。 

 前回評価時に越水計算のみとしていた JR 上流区間の築堤区間について、破堤計算を実施した

ため、被害額が増加した。 

 治水経済調査マニュアル改定（被害率の更新、被害額の算定方法見直し等）により、被害額が

増加した。 

（現在価値化した便益） 

 年平均被害軽減期待額の増加により、現在価値化後の便益も増加した。 

 

【B/C の変化】 

 費用便益比（B/C）は、前回の 3.3 から 76.1 に増加し、十分な事業効果が確保される見通しで

ある。 
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令和２年度第３回 
岐阜県事業評価監視委員会 

費用対効果分析資料 
 

■事業名 

【河川事業】 広域河川改修事業 泥川 

■事業内容 

河川改修（水門設置、河道拡幅、護岸工、排水機場設置） 

■費用対効果分析結果 

区分 
前回 今回 

備考 
（基準年：H26） （基準年：R2） 

事業期間 H19～R5 H19～R20  

費用 

（百万円） 

事業費 3,243 5,331  

維持管理費 413 617  

合計（C） 3,657 5,948  

効果 

（百万円） 

氾濫防止便益 5,724 80,237  

    

合計（B） 5,724 80,237  

費用対効果分析結果（B/C） 1.6 13.5  

※金額は、社会的割引率（4%）を用いて現在の価値に換算したもの。 

 

■費用対効果分析の分析方法 

・治水経済調査マニュアル（案）【令和 2年 4 月】 国土交通省 水管理・国土保全局 

 

■費用対効果分析結果の概要 

【費用の主な変化要因】 

（事業費） 

 全体事業費の見直し。（河道改修および附帯工事費（排水機場）の精度向上） 

 全体事業費の増加により維持管理費も増加。 

（現在価値化した事業費） 

 全体事業費の増加により、現在価値化後の事業費も増加した。 

 

【効果の主な変化要因】 

（便益） 

 氾濫解析における地形判読精度の向上およびメッシュサイズ変更（50m⇒25m）により、氾濫

現象の精度が向上し、被害額、年平均被害軽減期待額が増加した。 

 治水経済調査マニュアル改定（被害率の更新、被害額の算定方法見直し等）により、被害額が

増加した。 

（現在価値化した便益） 

 年平均被害軽減期待額の増加により、現在価値化後の便益も増加した。 

 

【B/C の変化】 

 費用便益比（B/C）は、前回の 1.6 から 13.5 に増加し、十分な事業効果が確保される見通しで

ある。 
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令和２年度第３回 
岐阜県事業評価監視委員会 

費用対効果分析資料 
 

■事業名 

【河川事業】 総合流域防災事業 千旦林川 

■事業内容 

河川改修 全体延長 L=1,630m（河道掘削工、護岸工、樋管工） 

■費用対効果分析結果 

区分 
前回 今回 

備考 
（基準年：H23） （基準年：R2） 

事業期間 S63～H25 S63～R11  

費用 

（百万円） 

事業費 1,002 2,240  

維持管理費 71 263  

合計（C） 1,073 2,503  

効果 

（百万円） 

氾濫防止便益 2,155 2,833  

    

合計（B） 2,155 2,833  

費用対効果分析結果（B/C） 2.0 1.1  

※金額は、社会的割引率（4%）を用いて現在の価値に換算したもの。 

■費用対効果分析の分析方法 

・治水経済調査マニュアル（案）【令和 2年 4 月】 国土交通省 水管理・国土保全局 

 

■費用対効果分析結果の概要 

【費用の主な変化要因】 

（事業費） 

・事業区間の延伸（中津川市土地区画整理事業との同調施行）により、前回評価時から事業費が増加し

た。 

（現在価値化した事業費） 

・評価年度の更新（H23→R2）により、現在価値化した事業費は増加する傾向となる（社会的割引率

により将来の事業費は割引いて低く評価するため）。 

 

【効果の主な変化要因】 

（便益） 

・治水経済調査マニュアルの改訂（公共土木施設、家庭用品被害の算定方法見直し等）による影響によ

り、前回評価時から被害額が増加した。 

（現在価値化した便益） 

・評価年度の更新（H23→R2）により、現在価値化した便益は増加する傾向となる（社会的割引率に

より将来の便益は割引いて低く評価するため）。 

 

【B/C の変化】 

・費用対効果（B/C）は、便益の増加よりも事業費の増大が大きく影響し前回の 2.0 から 1.1 に減少

したものの、今後土地区画整理事業に伴う市街化により、流域内資産の増加が見込まれ、十分な事

業効果が確保される見通しである。 
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